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キャピタル・アイ特別企画：財務担当に聞く 

名古屋市、第 500回 10年債、重文の庁舎で IRも 
 

名古屋市は、基幹年限としている第 500回 10年債の発行を、この 6月に予定している。市債の発行計画や名古屋市の特

色などを財政局財政部資金課長の清水貴久子氏と市債係長の松原憲志氏に聞いた。 
 
■超長期を維持 
--2017年度の発行計画について 
合計 1940億円で、前年度比 217億円の減少が見込まれる。超長期債の発行が増えていることによる借換債の減少が主な
要因。以前は 10年債を 10年債で借り換えることが多かったが、20年債や 30年債を発行するようになったため。1940
億円のうち 1200 億円は市場公募債。1200 億円の内訳は、中期債を 100 億円、基幹の 10 年債を 600 億円、超長期を
200億円、市民向けの「なごやか市民債」を 20億円、フレックス枠を 280億円。 
 
10 年債は、6 月 8 日の起債
（100億円程度、主幹事：野
村/みずほ/三菱ＵＦＪＭＳ）
で、昭和 27年（1952年）の
第1回債から数えて500回と
なり、これ以降、9月と 12月、
3 月に予定している。中期債
の年限と時期は未定。なごや
か市民債は 10 月を予定して
いる。 

財政局財政部資金課長 
清水貴久子氏 

平成 29 年度名古屋市市場公募債発行計画 
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5月に超長期枠から 100億円、フレックス枠から 50億円を使って 20年債を発行した。超長期債はあと 100億円をタイミングを見て発行する。発行見込額
は前年度から約 10％減少するものの、超長期債は前年度と同額を予定している。また、市場実勢を重視した起債運営に努めるということで主幹事方式を推
進しており、超長期と中期は全て、10年債は 6月と 12月の分を主幹事方式で起債する。投資家訪問の推進、市場公募初の 10年定時償還債（2014年度）
など新たな取り組みも行っている。市場環境に応じて柔軟で機動的な起債ができるよう 2009年度からフレックス枠を導入しており、今年度は 280億円を確
保した。2016年度は、20年債、5年債、10年債の増額や 5年債の発行に充当した。 
 
10年債を中心に様々な年限をバランスを考慮して発行しているが、2017年 3月末の残存年限別構成比では、10年債が、残存 5年以下で 3920億円、5年
超 10年以下で 3700億円と最も多い。 
 
■明治 42年にポンド建て外債 
--これまでの名古屋市債について 
明治 42年（1909年）に水道事業などで 80万ポン
ドの外債を発行している。1952 年に公募地方債の
発行を開始。平成に入って 2000年に 5年債、2004
年に 20年債、2005年に 30年債、その後に 3、6、
15年、7、12年と年限の多様化に取り組んできた。 
 
2007 年にムーディーズから格付けを取得しており、
現在は A1。格付けの根拠としては、「中央政府に
よる地方財政への強い関与」もあるが、「豊かな地
域経済に支えられた名古屋市の強い税収基盤」が挙
げられている。 
 
■20年連続で人口増加 
--名古屋市の特色について 
日本のほぼ中央に位置し、新幹線を始めとする鉄道
網や高速道路網、空港も合わせ広域的なネットワー
クの中心となっている。「名古屋市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略」を策定しており、名古屋大都市
圏を中心として将来にわたる圏域全体の活力維持を
目的とした 2015～2019年度の 5年間の計画。「産
業競争力を活かして成長を続けるまちへ」など 4つ
の基本項目を掲げている。 
 
名古屋市の人口は 2016 年 10 月 1 日現在 230 万
4000人で、1997年以降 20年連続で増加し、過去

まち・ひと・しごとの創生に向けて 
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最大を更新し続けている。2015年の人口を 100とした場合、全国の推計（「日本の市区町村別将来推計人口」・2012年 1月）より名古屋市は緩やかな減
少となるが、総合戦略で掲げた子育て支援の強化や、若者が定着するような施策を進めることによって、将来 30 年間ほぼ現状を維持することを見込んでい
る。地域の産業が発展しており、人口流入も続いていることから可能と見ている。 
 
■名古屋港、15年連続日本一 
名古屋には、海の玄関として名古屋港、空の玄関としてセントレア（中部国際空港）がある。リニア中央新幹線が開通すると、東京まで 1時間 40分程度が
40分に短縮される。名古屋港は 2015年の総取扱貨物量が約 1億 9700トンで日本一。2016年も 1位で、15年連続の日本一となっている。セントレアは
国際線・国内線ともに 2016年は前年より増加しており、交通網の充実が進んでいる。 
 

 
2011年 12月に、名古屋市を含む愛知・岐阜地域が
アジアナンバーワン航空宇宙産業クラスター形成特
区に指定された。航空機は、自動車の 100 倍、約
300 万点の部品からなり、産業の裾野が広い。名古
屋市近辺は自動車産業が中心となっているが、次世
代の産業として航空宇宙にも力を入れている。関連
した設備投資の促進策も準備し、市としても中小企
業の育成などに努めている。 
 
名古屋駅周辺は、リニア中央新幹線の開通を目指し
て再開発が進んでいる。牛島南地区、名駅 4 丁目、
ささしまライブ 24など 13の地区は竣工済み。笹島
貨物駅跡地のささしまライブ 24地区は 2017年 10
月に地区内の全ての民間施設が開業する。納屋橋東
地区も今年度中に竣工する予定。「めざすはスーパ
ーターミナル・ナゴヤ！」ということで、リニア中
央新幹線の開業に向けて駅周辺のまちづくり構想を
2014 年 9 月に取りまとめた。ＪＲや名古屋鉄道な
どとも連携して、乗り換え空間を分かりやすくする
など、国際ターミナル駅にふさわしい駅を目指して
取り組んでいる。 
 

アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区 
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名古屋港は、総取扱貨物量とともに、輸出額、貿易黒字額、自動
車輸出台数も日本一と、国際総合港湾に育っている。ただ、それだ
けではなく、2011年にリニア・鉄道館という鉄道博物館が開業し、
この 4 月には金城ふ頭にレゴランド・ジャパンがオープンし、物
流プラス観光拠点ともなっている。 
 
 
 
 
 
 
■天守閣を木造で 
名古屋城は、天守閣と本丸御殿が第二次世界大戦で焼失した。天守
閣は戦後すぐにコンクリートで復元したが、本丸は復元していなか
った。2009年 1月から復元を開始していて、第 1期（玄関・表書
院）、第 2 期（対面所・下御膳所）が一般公開済み。第 3 期（上
洛殿・黒木書院等）も 2018年には全面公開の予定になっている。 
 

 
 

 
天守閣については、この 2月の議会で予算が可決し、総事業費 505億円をかけて
木造で復元する。今の目標では天守閣が 2022 年に完成する予定。河村たかし市
長肝いりの事業で、「世界から人を呼べる町にするための一大事業」として掲げ
ている。税金を投入せず、将来の収入でまかなう計画。 
 
東海道の風情が残る有松（緑区）の町並みが、2016年 7月に国
の重要伝統的建造物群保存地区に選定された。大都市圏では珍
しいことで、歴史のある町ということをアピールしたい。名古
屋市役所の本庁舎は昭和 8年（1933年）竣工の建物。2014年
12月に、おとなりの愛知県庁舎とともに国の重要文化財に指定
された。6 月 1 日に実施する名古屋地域の機関投資家向けの 10 年債 500 回記念
の IRは、普段は公開していない正庁で開催する。 

貨物量日本一の名古屋港とモノづくり文化交流拠点構想 

～テーマパーク「LEGOLAND®Japan」の開業 

名古屋城本丸御殿の復元 

■正庁 
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■人口はパリと同規模 
名古屋経済圏の特徴としては、製造品出荷額が全国の 19.5％を占め、東京圏、大阪圏を上回るモノ作りの地域。ただ、市内総生産 12 兆 3000 億円のうち、
卸売・小売業、サービス業の割合が 44％を超えておりバランスの良い構造になっている。法人市民税では製造業が 22％弱で、市政を支えているのはやはり
製造業ということになる。政令市で人口を比べると、名古屋市は横浜市と大阪市に次いで 3番目で、229万 6千人はパリと同規模。市内総生産は、大阪市と
横浜市に次いで 3番目だが、もう少しで横浜市に追いつきそうだ。12兆 3193億円（2013年度）はハンガリーやベトナムと同規模となっている。 
 
--名古屋市の財政について 
2017年度一般会計予算は 1兆 1712億円と、前年度比 856億円増加で過去最高。愛知県が負担していた小中学校の義務教育費に関わる教職員の給与を市が
負担することになったのが大きい。これまで政令市は教職員の任命権を持っていたが、給与やクラス編成は県だった。これが市に移譲され、税源も移譲され
た。 
 
一般会計のうち自主財源比率が 60％もあり、政令市で 2番目に高い。ただ、1位の川崎市とはほぼ同程度の数字となっている。これが高いほど自主的な財政
運営ができるということで、行政活動の自主性や安定度が高い。歳出の目的別では、「市民の福祉と健康」の分野が 4割強を占めている。性質別では、教職
員給与の移譲があったため、人件費が増えており、人件費と扶助費、公債費の義務的経費の割合は 58.9％となっている。 
 

名古屋市の経済規模 
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予算のなかでの重点的取り組みとしては、いじめ、不登校、虐
待対策、待機児童対策などがある。名古屋市は 2014年度から
2017 年度まで 4 年連続で待機児童ゼロとなっており、2018
年 4月の 1749人分、28億円を予算に組んで 5年連続でのゼ
ロを目指している。また、大規模災害に備え、災害用食料備蓄
物資の充実や救急隊の増隊にも対応している。重点の 3 つ目
は、国際的な都市間競争を勝ち抜いて大きく強い名古屋を作る
ということ。名古屋駅周辺や栄地区の都市機能を強化する。地
域産業の育成では、ロボカップ 2017という世界大会が名古屋
で 7月に開催される。 
 
市債の使いみちについては、2017年度に新規で発行する 776
億円のうち、臨時財政対策債を除くと「市街地の整備」が 232
億円で最も大きい。市営住宅の建設や橋梁の整備に充てている。
次に「都市の安全と環境」ということで、橋梁などの耐震対策
といった事業。 
 
 
 
 

 
■未来への投資 
--予算の推移について 
歳入のうち市債は 776億円と、前年度比 95億円の増加。歳出の人件費が 2628億円と大きく伸びているのは教職
員の権限委譲に伴うもの。扶助費は 2007 年度と比べると大きく伸びているが、このうち生活保護費はリーマンシ
ョック後に増えたが近年は横ばいないし低下傾向となっている。障害者福祉サービスの経費のほか、民間保育所等
の運営に関わる費用が増加しているが、これは待機児童対策や、子育てしやすいまちを目指すといった未来への投
資と位置づけている。 
 
市税収入は、1997年度のピークが 5218億円。2017年度は 5111億円だが、5％減税の減収が無ければ 5228億
円であり、ピーク時を上回っている。法人市民税が 38億円の減少となっており、これは円高などの要因で企業収益
の減少が見込まれているため。また、名古屋駅周辺の大型オフィスビルなどが新たな課税対象として加わったこと
で、固定資産税は 38 億円増加。減税については、2010 年度に 10％で始まり、その後の調整を経て 2012 年度か
ら 5％で恒久的に実施している。2017年度は 117億円ほど、毎年 110億円ほどの影響が出ている。 
 

平成 29 年度一般会計当初予算 主な重点戦略の取り組み 

扶助費については、生活保護費は近年ほ
ぼ横ばいとなっている一方、障害福祉サー
ビスにかかる経費や子育て家庭への支援
である民間保育所の運営経費が増加して
います。 
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--今後の財政運営について 
将来世代に過度の負担を残さない計画的な運営を進めるため 2010年 9月に規律を定めた。1)一般会計の市債現在高が過去の最高額を超えない、2)毎年度の
プライマリーバランス黒字を維持する、3)将来負担比率が 250％を超えないようにする、4)実質公債費比率が 18％を超えないようにする、5)財政調整基金
の残高 100億円を目指す--の 5つで、2017年度予算まで維持している。なかでも。将来負担比率と実質公債費比率は国の早期健全化基準より厳しい数値を
掲げている。 
 
市債残高は、一般会計で 2012年度以降 6年連続、全会計ベースでは 2011年度以降 7年連続で減少に努めている。プライマリーバランスは 2003年度以降
黒字を確保しており、2017年度は 511億円の黒字。公債依存度は、リーマンショックの影響で 2009～2010年度に高くなったが、近年は減少傾向にあり、
2017年度予算では 6.6％。公債償還基金（減債基金）は、原則年 6％ずつ積み立てている。超長期債の発行増加などで取り崩しが減少しているため、基金の
残高は増加傾向にある。 
 
■市バスの資金不足改善 
国が定めた健全化判断比率では、赤字ではないので実質
赤字比率と連結実質赤字比率は無い。実質公債費比率は
12.7％。将来負担比率は 147.4％と国の早期健全化基準
を下回っている。自動車運送事業（市バス））会計で資
金不足が生じており、2008年度は 55.3％と健全化基準
（20％）を超えていたが、2016年度までに 20％未満に
する計画で取り組んできた。2013年度に14.9％となり、
3 年前倒しで達成できた。その後も減少して 2015 年度
は 6.1％になった。市民の足に影響が出ないような内部
的な努力で、市バスの営業所を民間に委託し、広告収入
を増やすなどの取り組みの成果が出た。 
 
ほかの政令市と比べると、自主財源比率、市税徴収率で
トップ。1 を超えると普通交付税不交付となる財政力指
数では川崎市に次いで 2位。都道府県も入れた市場公募
発行団体のなかで見ると、地方税収入が 55 団体中 13
位、人口が 18 位。地方税収入ではトップ 30 のうち 8
団体が、人口ではトップ 30のうち 6団体が政令市で、
都道府県と比較して遜色ない財政力と人口規模を有して
いる。 
 
 
 
 

財政状況の各都市比較 
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図表等の出典：名古屋市 IR資料（2017年 5月） 

 
［2017/5/24 聞き手：キャピタルアイ・ニュース 菊地 健之］ 

 

 

ポンド建て債の券面 

第一回名古屋市公募債 

市長礼状 


